
触媒の発見、産学連携、触媒研究の未来 
 

（国研）産業技術総合研究所 触媒化学融合研究センター 

 

佐藤 一彦 

 

 

１．はじめに 

わが国の化学産業は、出荷額約 42兆円（製造業中第 2位）、付加価値額約 17兆円

（同第 2位）、従業員数約 89万人を擁する一大産業であり、機能性化学品を中心に、

高い国際競争力を誇る製品を多数生み出している。その反面、同産業はわが国産業

部門の二酸化炭素排出量において約 22％を占めており、これらの低減のためには、

化学産業を支える触媒技術に係る革新的イノベーションが不可欠である。 

触媒技術は、現在まで種々の化学反応に関して独自に開発されてきた個別の技術

から構成されており、一つの技術分野として整理体系化されているとは言い難い。

また、触媒と同様に有効な反応合成プロセスを提供する酵素反応や酵母などの微生

物活用反応なども、それぞれ独自に発展してきており、触媒関連技術として一体的

に整理されていない。このように幅広い分野にまたがる触媒関連技術について、主

に機能性化学品を対象に、実用化に向けた研究の加速および構造的な観点からの整

理体系化を通じて、汎用的な高性能化技術を見いだすことが出来れば、化学産業を

始めとするわが国産業の競争力を強化し、環境負荷を低減することができる。この

ため産総研では、触媒関連技術のより一層の高度化、高性能化、広適用化、融合化を

目指す触媒化学融合研究センターを 2013年 4月に設立した。 

触媒化学融合研究センターでは、「ものづくり」を実用触媒開発とプロセス開発と

人工知能の３要素ととらえ、ケイ素化学技術、革新的酸化技術、官能基変換技術、製

造プロセス技術を戦略４課題として研究開発を進めている。 

 

 

 
 



２．ケイ素化学技術、革新的酸化技術、官能基変換技術の主な成果 

 ケイ素化学技術、革新的酸化技術、官能基変換技術に関して代表的な成果を示す。

詳細は講演で紹介する。 

 

 

 



 
 

 

 
 

 

３．産学連携による実用化 

共同研究においては、企業の興味対象は特殊な構造のものが多く、論文をまとめ

る際には検討しないものが多い。論文の条件を適用してもうまくいかないので、大



抵は半年から１年程度かけて反応条件や触媒の再検討を行うことになる。論文とは

全く別な触媒系でうまくいくこともあれば、数種類の混合溶媒を用い、撹拌方法を

変えるなど反応条件の工夫で解決したこともあった。 

次は、見つかった触媒系の効率を上げつつ、コストダウンやスケールアップをす

ることになる。目標コストを設定してキログラムスケールでの問題点把握、安全性

検討、それをもとにさらに大スケールでの検討を企業と共同で行っていく。場合に

よっては触媒系をゼロから再検討することになる。事業部の関与が深まり、異分野

の研究者との共同作業が増え、研究開発のさらなるスピードアップも求められる。

この段階では特許も論文も出すことは困難であるが、ここを一緒に超えることで事

業化がようやく見えてくる。 

様々な制約が生じるものの、自分の見つけた触媒反応が製品に繋がり、社会の役

にたてることの喜びは大きい。研究所には専門性の異なる様々な研究者がいるが、

彼らの基礎研究を企業とマッチングさせ、共同研究にも深く関わって製品化につな

げたこともある。そのような経験の中で、有機ＥＬやバイオマスなど自分の専門以

外に研究の幅も広がった。出口に近い研究開発が、新たな基礎研究の着想を与えて

くれたこともあった。また、共同研究を通じて培った企業との「良縁」がもとになり、

いくつかの国プロジェクトを立ちあげることもできた。 

アカデミアには教育や学術を追究する喜びと覚悟があり、企業は製品を通じて文

化を創っていく喜びと責任があると思う。産学官連携に関わる研究者にも前述のよ

うな喜びがあり、それを実現するため相応な覚悟も必要である。持続性のある産学

官連携を行うには、次の共同研究の芽が出る土壌となる基礎的・基盤的研究のポテ

ンシャルを維持し、さらに向上させるマネジメントや、産学官連携に関わる研究者

の評価を論文以外の面でもしっかり行うことが重要である。 

 

 

 
 



４．化学と AI 

AIが人間に代わって触媒を発見することはできるか？について考え、我々は 2014

年から触媒化学と情報科学を融合させる「キャタリストインフォマティクス」とい

う概念を提唱してきた。これまで発表された触媒技術の知識を抽出・統合し、ビック

データとして活用することで、コンピューターサイエンスと触媒化学の融合により、

目的とする任意の「ものづくり」を実現する触媒を自動的に創造するシステムの開

発を目指したものである。 

まず、産総研内に「触媒創造の自動化を目指す分科会」を設立した。2015年から

北海道大学・理化学研究所・産総研の 3 機関合同でキャタリストインフォマティク

スシンポジウムを開催し、2017年からは物質・材料研究機構も加わって 4機関合同

で開催してきた。このような状況の中、2016 年から本格的に研究に取り組み、最近

触媒化学における AI構築の第一歩となる研究成果を論文に発表した。 

本講演では、触媒の発見、産学連携による実用化、国プロジェクトの立ち上げなど

に加え、キャタリストインフォマティクスによる触媒の自動発見への期待について

も述べる。新しい触媒はこれまで、論文を読み作業仮説を立て、表面科学や計算科学

からの知見を得て、実験を繰り返してようやく発見できるものであった。しかし、過

去の論文やノウハウなどをビッグデータ化し、人工知能を活用して目的に合った触

媒を効率よく見つけることができれば、研究開発の期間は大幅に短縮でき、触媒に

関する学術の発展にも貢献できるものと考える。 

 

 

 
 

５．おわりに 

 化学産業は、使用可能資源（低品位も含む）の制約や連続生産プロセスへの転換な

ど、SDGｓの観点を取り入れて発展していくと考えられる。廃棄物ゼロのクリーン

製造技術や脱炭素社会実現のためには、今後も革新的触媒技術の開発がカギとなる。 
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